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Ⅰはじめに
民法466粂 1項本文は ｢債権は､譲 り渡すことができる｣と規定し､債権の譲渡性を認めている｡
しかし､同条 2項本文は ｢当事者が反対の意思を表示した場合は､適用しない｣と規定しており､こ
のような特約が ｢債権譲渡禁止特約｣ (以下､単に ｢譲渡禁止特約｣という)と呼ばれるものである｡
譲渡禁止特約がなされる理由としては､①譲渡に伴う事務の煩雑化を避けるため､②過誤払いの危険
を避けるため､③相殺に対する利益を確保するため､であると一般に解されている 10
しかし､譲渡禁止特約の是非については､旧民法および現行民法制走時においても問題となり､現
在でも､当初は ｢弱い債務者｣のために作られた譲渡禁止特約が､公共団体や銀行のような ｢強い債
務者｣のために主に使われていることに対する批判 2や､そもそも譲渡禁止特約を認めることに対 し
て反対する有力な説がある 3｡しかし､裁判例および学説は､譲渡禁止特約の規定がある以上､譲渡
禁止特約の是非を別問題として､譲渡禁止特約があることを前提とした解釈論を展開してきた｡
それらを踏まえて昨今､債権法の改正検討 4の中でも譲渡禁止特約の是非について大いに議論がな
されており5､したがって､譲渡禁止特約の意義を改めて考える最適な時期であるといえる｡
本稿ではまず､日本における譲渡禁止特約の是非について､現時点までにどのような立法的議論が
なされているか､どのような解釈がなされているかを分析 し､最後にそれらを踏まえて今後の譲渡禁
止特約のあり方について検討 し､今後の研究の基礎的考察としたい｡ 
Ⅱわが国の譲渡禁止特約 
1.民法466粂 2項の沿革
上記で述べたとおり､譲渡禁止特約の是非については､旧民法および現行民法制定時においても問
題となり､現在まで以下のような経緯があったとされる6｡
明治初期では､債権譲渡は債務者の関与なしに新旧債権者間の契約のみで有効になされ､債務者に
も対抗できていたとされる｡その結果､債権証書の譲渡にからんで ｢代言人｣が介在し､悪殊な行為
9をしたという事件 7が問題となり､その後､明治 9年太政官布告9号
他人へ譲渡ス時ハ其借主二証書ヲ書換へシムへシ若シ之レヲ書換シメサルニ於テハ貸主ノ譲渡証書有 
｢金穀等借用証書ヲ其貸主ヨリ
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之 トモ仰ホ譲渡ノ効ナキモノトス此旨布告候事 但相続人へ譲渡候ハ此限リニアラス｣が生まれ､債
権譲渡をなす場合､債務者に借用証書の書換をさせることが必要となり､効力要件として､債務者の
暴諸が必要となった｡
しかし､旧民法では､債権譲渡の自由を前提とし､債権譲渡の公示方法､対抗要件を定めた規定を
置き､譲渡禁止特約については物権的効力を認めないとした 8｡その結果､民法典論争において延期
派は ｢法典実施延期意見｣ (執筆者 :江木衷博士)で､｢個人の権利の保護に主眼をおき､私権の絶対
を確定するのみ急であり､経済社会における弱肉強食の自由活動を奨励し､いやしくも金銭的利益に
ついては弱者に対して仮借するところが全くない｣ (筆者注 :下線)として､旧民法が債権譲渡の自
由を暴認することを攻撃した｡これに対し､断行派は ｢法典実施意見｣ (執筆者 :梅謙次郎博士)等
において､｢財産権は特別事情のない限り売買していけない理はないのであって-財産権の大部分を
占める債権がどうして売買してはいけない理があろうか-延期派こそかえって社会の経済を撹乱する
にはかならない｣と反論したとされる｡
その後､第 72回法典調査会 (明治 28年 3月)において､現行民法 466条の原型であろう条文､原案 469
条 1項 ｢債権ハ之ヲ譲渡スルコトヲ得但其性質力之ヲ許ササルトキ又ハ特別契約ヲ以テ之ヲ禁止シタ
ルトキハ此限二在ラス｣､同条 2項 ｢前項ノ特別契約ハ之ヲ以テ善意第三者二対抗スルコトヲ得ス｣
が提出され､審議 ･暴認された｡特約を東認するに至った点については､｢旧民法ならびに多数の外
国立法例は債権譲渡自由を暴認し､特約を許さない｣が､｢日本の事情を顧慮した場合､特約を東認
せざるをえなかった-特約を許す許さぬは国々の慣習により事情に応じて定まるべきことである｣(梶
博士)と､明治 9年太政官布告 99号の存在を意識した制定であることが見受けられる｡また､｢善意
者保護規定を加えることによって取引安全を害することはなく､特約を暴認しても一般債権者を害す
ることはない｣として､その結果､原案は修正されることなく可決されるに至ったとされている｡し
かし､｢特約が債権証書に記載されることによって第三者はほとんどの場合特約の存在を知ることに
なり-債権の取引を妨げることにな｣り､｢財産 (債権はその一部)の取引を妨げる法律はあまり立
派な法律ではない｣との特約を東認することへの反論 (磯部四郎博士)があったとされるが､何らの
議論もされず､黙殺された形となり､現在に至っている｡
現在でも､譲渡禁止特約を認めることに対しては有力な反対説があり､米倉明教授の見解によると､
上記 Ⅰで挙げた理由に対して､以下の反論を挙げている｡すなわち､①譲渡に伴う事務の煩雑化を避
けるため､については ｢債務者が銀行等の金融機関であろうと一般私人であろうとを問わず､煩わし
いからといって債権譲渡を禁止することを許すべきではない｣､(参過誤払いの危険を避けるため､に
ついては ｢債権の準占有者-の弁済 (民法 478粂)により過誤払いの危険回避の法的手段は存する｣､
③相殺に対する利益を確保するため､については ｢現在の判例 9の元では､譲渡の通知以前に債務者
が反対債権を有しているならば､債務者は受働､反対両債権の弁済期の到来未到来､弁済期の先後関
係如何を問わず､相殺を譲受人に対抗しうるため､あえて特約を設けて譲渡を妨げる必要もない｣ 10 
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とのことである｡また､債権譲渡と相殺の優劣について､長一小判昭和50年12月 8日 (民集29巻11号 
1864頁)で､ 3対 2の僅差ではあったが､｢債権譲渡の通知の時点で弁済期が未到来であり､かつ受
働債権の弁済期のほうが先に到来する場合であっても､両債権の弁済期が到来すれば相殺が成立する｣
との判断が示された｡この最高裁の判断により､債権譲渡がなされたとしても､それ以前に相対する
債務があれば ｢無制限｣に相殺できることが認められた｡したがって､相殺を期待していた場合は弁
済期前に債権譲渡されても相殺を優先できるため､この判例からも③の譲渡禁止特約を付する意味は
否定されると考えられる11｡ 
2.債権法改正と譲渡禁止特約
上記 1の下線部のように､譲渡禁止特約はそもそも ｢弱い債務者｣のために作られたとされている
が､現在では､公共団体や銀行のような ｢強い債務者｣のために主に使われているという批判がある｡
譲渡禁止特約を有効にするか無効にするかについては､今回の改正法議論 (平成20年 1月末現在)に
おいて未だ明らかにされていないが､債権譲渡および債権担保を業務としている者からすれば､譲渡
禁止特約は無効とするべきであるとの傾向が､銀行側からすれば､預金の確実な事務管理等を考えて､
譲渡禁止特約は有効であるべきだと考える傾向があるといえよう120
しかし､債権譲渡が ｢強い債務者｣のためになされている現状においては､譲渡禁止特約は民法制
定時に議論されていた ｢弱者保護｣の精神にはそぐわず､本末転倒である｡そのように考えると､譲
渡禁止特約の利用は債権譲渡自由の原則との調和を考え最小限にとどめるべきであり､譲渡禁止特約
規定の必要性を再検討する必要があろう｡
Ⅲ 譲渡禁止特約の効力の制限
譲渡禁止特約が規定された以上､その存在は否定できないが､民法466粂 2項但書は､｢善意の第三
者に対抗することができない｣と規定している｡これは前記のとおり､延期派と推進派の妥協の産物
であるとも考えられるが､債権の特殊性と取引の安全性との調和を考慮したものであると考えられて
いる150しかし､｢善意｣をどう解釈するのかについては､さまざまな解釈がなされている｡ 
1.善意 ･悪意の認定について
善意 ･悪意の認定については､判例および裁判例において大きく分けて 3つの段階に分けられる｡
裁判例を場合分けし､譲渡禁止特約における歴史的変遷を分析する｡ 
(1) 譲渡禁止特約の文言を根拠に悪意を推定する見解
この見解は､公刊されているものでは長野地判大正 4年11月11日 (法律学説判例評論全集 4巻 (上) 
727頁)が初めて用いたと考えられる｡この事案は､預金債権が問題となったものであるが､債権譲 
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渡の際､債権証書が存在する以上､譲受人がその交付を受けるのは普通取引の慣例であって､その債
権証書に譲渡禁止特約の文言がある以上､譲受人が譲渡禁止特約の存在を知りうべき状態にあり､譲
受人は悪意であると判示した｡東京地判大正 11年 3月15日 (法律新聞 1978号18頁)も預金債権が問題
となった事案であるが､同様に､｢定期預金債権二付其預金謹書ニ 『禁授受｣1ノ文言アルトキハ譲渡
禁止ノ特約ヲ為シタルモノトス｣として譲受人である原告の主張を棄却している｡いずれも譲渡禁止
の文言が債権証書に記載されていることを根拠に､譲渡禁止特約を知っていたものと推認すべきであ
るとして､悪意を認めているといえよう｡
しかし､その後の裁判例の動向には微妙な変化が見られる｡山形地判昭和 34年10月12日 (金融法務
事情 227号364頁)では､預金債権証書の裏面に文言が記載されていたことに加えて､原告が以前運送
会社等の役員であって､銀行取引の経験もあったことも考慮し､譲渡禁止特約を知っていたものと推
認すべきであるとしている｡ また､定期積立金債権 (本事案は､ 36回の積立てが満了した際あるいは
積立を行う者 (会社)が解散した際にこれを積立を行う者に返還する契約であり､債務者は銀行では
なく貯蔵株式会社である)が問題となった東京地判大正 7年 6月28日 (法律新聞 1434号17頁)は､｢(筆
者注 :譲渡禁止特約は)被控訴人 (筆者注 :貯蔵株式会社)の普通貸付約款の-条項なること亦同競
謹により明らか｣であり､｢被控訴人と貸借契約を為し居りたる控訴人 (筆者注 :個人)は右特約の
存在を知り居りたるものと認めざるべからず｣として､約款の文言に加えて､実際譲受人が債務者と
契約をしたことがあったということも踏まえて譲受人の請求を棄却している｡
このことから､当初は譲渡禁止の文言の存在のみを理由に譲受人の悪意を認めていたが､時代が経
つにつれ､それらを根拠付けるために譲受人の取引経験を考慮に入れて悪意であると判示していると
見受けられる｡特に､明治大正期は現在とは違い､銀行取引が特定の富裕層のものであったこと､譲
受人が商人 ･高利貸し等の営利を追求する者が大半であったことを鑑みる 16と､譲受人を保護すべき
でないといった社会状況が加わったと考えられることができよう｡ 実際､貯蓄銀行の数 (兼普通銀行)
は統計をとり始めた明治 26年時点で本店が 23店､支店が 12店であることから､銀行に預金をしていた
者はかなり限られていたことが想定される 17｡
なお､この見解は最近では下級審ではあるが､東京地判平成 6年12月15日 (金融法務事情 1413号38
頁)で用いられ､請負契約書に譲渡禁止特約の文言が付されていたが､譲受人がその存在を知らなかっ
たとの供述に対し､東京地裁は､譲受人が①短期間で多数回の高額な貸付けを行い､②その方法は手
形貸付であり､③債権回収のために不動産所有権移転や債権譲渡を行い､④過去に貸金業者の登緑を
していたことを考慮 し､｢本件債権の譲渡を受けた当時も､金銭の貸付けやその回収などの金融の実
務について相当程度の知識や経験をもっていたものと認めるべき｣であり､｢債権には譲渡禁止特約
が付されていることがあることも認識していたと考えられ｣るとして､譲渡禁止特約につき悪意を推
認し､債権譲渡は無効であると判示している｡譲受人の善意であるとの供述を排斥し､あえて悪意で
あると推認した背景には譲受人が元貸金業者であったことが大きく影響していると考えられ､一般の 
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譲受人の場合も同様な見解が用いられるとは限らないといえよう｡ 
(2) 特約不知について過失が認められる場合は悪意と同様に扱う見解
この見解は､民法466粂 2項但書は譲受人の表見的事実に対する信頼を保護する規定であり､それ
は表見代理や､善意取得等と同様に無過失を要求すると考える見解である｡ したがって､譲受人が譲
渡禁止特約の存在を知らないことについて過失があった場合は､たとえそれが重過失でなくても保護
されないことになる｡この見解を用いた大審院および最高裁判決は見当たらないが､いずれも預金債
権が問題となった次の 3つの下級審裁判例において､いずれも譲受人は過失があるとして譲受人の主
張を棄却している｡
まず､東京地判昭和29年11月12日 (判例時報53号17頁)は､会社間名義で保険金を詐取した会社の
取締役が保険金の一部を娘名義に預金し､その預金債権を他に譲渡したため､保険会社が不当利得債
権に基づく詐害行為取消請求権を被保全権利とし､譲受人を相手方として譲受債権の処分禁止の仮処
分を求めた事案であるが､東京地裁は､①預金債権は銀行の承諾がなければ他に譲渡することができ
ないという特約が預金者と契約銀行との間でなされており､②譲受人の代理人であり､かつ譲受人と 
20数年来の知合である弁護士が本件債権譲渡に関係しており､③特約が明記されている定期預金証書
を譲受人が現実に見ていること､を考慮 して譲受人の悪意を認めつつ､｢仮に､この点につき善意で
あったとしても､以上認定の事実を併せ考えるときは､少くとも､その特約の存在を知らざるにつき､
過失があったものと認めるに十分である｣として､保険会社の仮処分決定を認可している｡
次に､東京高判昭和42年 4月17日 (金融法務事情479号27頁)は､無記名定期預金の遺贈を受けた
譲受人が相互銀行に対してその支払いを請求した事案であるが､東京高裁は遺贈の事実は認めたもの
の､｢本件預金債権につき被控訴相互銀行の承諾なくして譲渡､質入ができない旨の特約が付されて
いることそのことはその預金証書に明記されていることを認めることができ-控訴人は譲渡人Aから
書替前の本件預金の贈与を受けた際右預金証書の保管場所の指示を受け､以後 Aと控訴人がこれを共
同占有していたと認めることができるから､反証のない本件では控訴人は右譲渡禁止の条項を了知し
ていたものと推認すべ く､仮に控訴人が預金債権を有効に譲り受けたと信じたとしても､控訴人には
かように信ずるにつき過失があったというほかはない-本件預金債権の死因贈与は本件預金契約に定
めた特約の効力により債務者たる被控訴相互銀行の承諾のない限り債権移転の効力はない｣として､
譲受人の請求を棄却している｡
さらに､東京地判昭和42年 7月11日 (判例タイムズ210号33頁)は､無記名定期預金を譲り受けた
者が大学教授であった事案であるが､譲受人が預金債権証書の交付を受けていない場合であっても､
東京地裁は､｢銀行取引上普通預金､通常の定期預金の場合と同じように無記名定期預金には例外な
く債権譲渡禁止の特約があり-銀行取引に経験のある者は右特約を知っていることを推認することが
でき-原告は､大学教授であることを認めることができるから､原告は､銀行取引につき経験のある 
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者であり､譲渡禁止の特約を知っていたものと推認するのが相当である｣とし､｢かりに原告が銀行
取引につき無経験者であったとしても･･･債権の譲渡を受けようとする原告は､預金証書の交付がなさ
れないことに疑念を持ち､何らかの方法で預金証書の存在を確認しかつ預金証書に譲渡禁止の特約等
が記載されていることの有無を確認すべきものであるといわねばならない-原告は本件債権譲受当時
右債権には譲渡禁止の特約が存した事実を知悉していたか､少なくとも右事実を知らなかったことに
つき過失があったものといわねばならない｣として､譲渡禁止特約の文言が記載されている預金債権
証書が交付されていない場合であっても､銀行取引上､預金債権には譲渡禁止特約がなされているの
が通常であり､大学教授である譲受人がそのことについて善意であっても過失があると判示した｡し
かし､｢大学教授というのみで､銀行取引の経験があるのは推測の域を出ず｣18といった批判もある｡
確かに､｢大学教授｣といっても､法律分野以外にもその専攻する分野はさまざまであり､必ずしも知っ
ているわけではないといえよう｡
ところで､昭和期､特に高度経済成長期 (昭和30年から昭和50年)に入ると､預金者は富裕層だけ
でなく不特定多数の庶民にも徐々に浸透していることが伺われる｡実際､東京地判昭和42年 7月11日
において定期預金債権が譲渡された昭和39年のデーターを見ると､銀行定期性預金をしている者は全
世帯の35.6パーセントである19｡勿論､現在 (平成12年度では60.9パーセント20) と比べると少ない
ものの､銀行定期性預金を 2､ 3人に 1人はしていることを考えると､銀行預金は時代が経つにつれ､
富裕層だけのものとはいえないものになってきたといえる｡しかし､35.6パーセントという数字は公
知の事実といえるにはあまりにも少なく､はたして大学教授の銀行取引経験を推測し､過失を認定で
きるのかといった疑問が残る｡ 
(3)善意重過失は悪意と同様に取り扱う見解
この見解は､過失者の取り扱いについて最高裁は初めて判示したとされている長一小判昭和48年7
月19日 (民集27巻 7号823頁｡以下､｢昭和48年長判｣という)で用いられた見解である｡昭和48年長
判は､譲渡禁止特約が付された銀行預金債権を譲り受けたという事案であるが､最高裁は､｢重大な
過失は悪意と同様に取り扱うべきものであるから､譲渡禁止の特約の存在を知らずに債権を譲り受け
た場合であっても､これにつき譲受人に重大な過失があるときは､悪意の譲受人と同様､譲渡によっ
てその債権を取得しえ｣ず､｢銀行を債務者とする各種の預金債権については一般に譲渡禁止の特約
が付されて預金証書等にその旨が記載されており､また預金の種類によっては､明示の特約がなくと
も､その性質上黙示の特約があるものと解されていることは､ひろく知られているところであって､
このことは少なくとも銀行取引につき経験のある者にとっては周知の事柄に属する｣として､銀行預
金債権の譲渡禁止特約につき善意重過失の場合､悪意と同視して譲渡禁止特約の効力を制限できると
している｡
｢重大な過失は悪意と同様に解する｣という文言を用いて判断する裁判例は､昭和48年長判の後に 
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多く見受けられるが､その債権の性質や譲受人が金融業者あるいは貸金業者 (以下､｢金融業者等｣
とする)か否かによって結論が異なってくる｡以下､順に分析する｡ 
a)問題となった債権が預金債権である場合
昭和48年長判が出てから預金債権の譲渡禁止特約の知 ･不知について争われた裁判例は､公刊され
ているものとしては次の 1件しか見当たらない｡
東京地判昭和52年 6月17日 (訟務月報23巻 6号1067号)は､信用組合預金債権が問題となった事案
であるが､東京地裁は､株式会社である譲受人は ｢各種の銀行等と取引関係がありながら､前記預金
債権を譲受けるに当たり､当該預金に関する証書類が存在しないにかかわらず､訴外信用組合に対 し
預金債権譲渡禁止の特約の有無等につき照会する措置を何らとっていないのであって-本件預金債権
についての譲渡禁止の特約の存在を知らなかったとしても､本件預金債権の譲受けに当たり前記取引
上の注意義務を著しく怠ったものであり､重大な過失がある｣とし､譲渡人が譲渡禁止の特約の存在
を告げなかったとしても､｢その一事を以て右判断を左右することはできない｣と判示し､昭和48年長
判と同様の結論を導き出した｡しかし､当該預金債権は債権譲渡がなされる前に譲受人が仮差押をし
ており､最二小判昭和45年 4月10日 (民集24巻 4号240頁)が ｢譲渡禁止の特約のある債権であっても､
差押債権者の善意 ･悪意を問わず､転付命令によって移転することができる｣と､譲渡禁止特約が付
された預金債権を差し押えた場合は悪意であっても差押債権者が優先しうると判示したこととの関係
を問う声も出ており21､別の論点を抱えているといえる｡ 
b)譲受人が金融機関等である場合●
昭和48年長判以降､譲受人が金融機関等である事案が一番多く､そのほとんどが譲受人の重過失を
認めている｡重過失が認められたものと認められていないものに分けて考える｡
【重過失が認められたもの】
長一小判平成 16年 6月24日 (金融法務事情1723号41頁､以下､｢平成16年最判｣という)､は､譲渡
禁止特約が付された売掛債権を譲り受けた銀行に重過失を認めた大阪高判平成 16年 2月 6日 (判例時
報1851号120頁)を支持 し､譲受人である銀行側の上告を棄却 ･不受理決定をなした｡大阪高裁は､
①譲受人である銀行 Ⅹの担当者 Aが債権譲渡担保融資の企画投階で債権譲渡登記をすれば譲渡禁止特
約は問題にならないと誤解しており､②その後､司法書士から①の誤解についての指摘を受けたにも
かかわらず､Aは譲渡禁止特約の有無を確認することの重大性を正しく認識 ･理解することなく､そ
のための確認等の調査を何ら行わないまま放置し､ⅩもAにその旨の調査を行うよう指示することも
なかったことを踏まえて､｢Ⅹは､銀行としての高度な専門的知識経験及び調査能力に照らして要求
される最低限度の注意を払い､譲渡禁止特約の有無という債権譲渡担保を行う際の基本的かつ初歩的
な事項について正しく理解をすれば､これを確認調査することが容易であるのに､上記事項について 
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正しい理解を欠いたため､必要な確認調査を怠り､本件債権譲渡を受け-Xは､本件債権譲渡の際､
譲渡禁止特約の存在を知らなかったことについて､悪意と同視 し得る重大な過失がある｣と判示した｡
しかし､ Xの主張によると､ Aは司法書士から指摘される前から譲渡人に取引基本契約書の提出を求
めていたが､譲渡人からそのような取引基本契約書はない旨回答され､さらに､ Aが譲渡禁止特約の
問題に気付いた後に譲渡禁止特約の存否調査のため取引基本契約書の有無を質した際にも強く否定さ
れたことから､ Aが取引基本契約書 (後日､譲渡人の破産管財人によって発見された)は存在せず､
譲渡禁止特約も存 しないと信 じたことを考慮すると､果たして ｢必要な確認調査を怠った｣といえる
のかといった疑問は残 り､｢過失｣は認められるにしても ｢重過失｣までは認められないといった指
摘がなされている22｡
東京高判平成 16年 10月19日 (金融法務事情 1754号75頁)も同様に､工事請負代金債権を譲り受けた
貸金業者に対 し､譲受人は売掛金担保融資を業として行っている会社であることから､本件譲渡債権
が工事請負契約約款に慣らって本件譲渡禁止特約がついているのが状態であることを認識 していたと
推認されるとし､仮にその存在を知らなかったとしても､これを知らなかったことについて譲受人に
は重過失があると判示 している (最三小判平成 17年 3月 8日でも平成 16年長判と同様､不受理決定が
なされている)0
他にも下級審裁判例において､金融機関等である譲受人の重過失が認められた事例は多数ある｡そ
の中でも何を根拠に重過失を認めているかについては場合わけができる｡
まず､金融機関等には取引上の注意義務があり､それを怠ったことについて重過失を認めた事例が
挙げられる｡ これは､①仙台地判昭和60年 11月 1日 (官庁向け請負代金債権 :訟務月報32巻 7号 1512
頁)､②東京高判昭和 63年 6月27日 (請負代金債権 :判例時報 1283号103頁)､③東京高判平成 5年 2
月25日 (売掛債権 :金融法務事情 1366号42頁)､④東京地判平成 7年 9月 4日 (下請代金債権 :判例
タイムズ904号 152頁)､⑤東京高判平成 7年10月31日 (敷金返還請求権 :金融法務事情 1463号36頁)､
⑥東京高判平成 11年 12月28日 (請負代金債権 :金融 ･商事判例 1089号20頁)､⑦東京地判平成 14年 3
月25日 (道路公団向け請負代金債権 :金融法務事情 1662号 1頁)が挙げられ､その中でも契約書ある
いは約款に譲渡禁止特約の文言が記載されていたことをも理由にしていたことを確認できた事案は､
①､②､④､⑤であり､これらは上記 (1)で紹介した裁判例の解釈では悪意とされるような事案である｡
次に､前記の理由に加えて､当該債権に譲渡禁止特約が付されていることは慣習的 (一般的)であ
り､それを知らなかったことについて重過失を認めた事例が挙げられ､それらの例 としては､東京高
判平成 8年 11月27日(敷金等返還請求権 :金融 ･商事判例 1045号 13頁)､東京地判平成10年 5月 6日(請
負代金債権 :金融法務事情 1544号77頁)､東京地判平成 15年 12月 1日 (官庁向け請負代金債権 :金融
法務事情 1701号 6頁)､長野地判平成 18年 1月19日 (運送代金債権 :訟務月報52巻 8号2675頁)が挙
げられる｡
このことから､請負代金債権等､債権債務関係にかなり信頼を必要とする債権である場合には､譲 
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渡禁止特約が付されていることが一般的であると判示するに至ったと考えられる (逆に売掛債権の場
合､誰に商品を売るかについてはさほど問題にはならないであろう)｡しかし､後述する裁判例の中
では請負代金債権であっても譲受人が金融機関等でない場合においては､譲渡禁止特約を知らなかっ
たことにつき重過失を認めていないものもあり､債権の種類よりもむしろ専門性を痔っ者に対する取
引上の注意義務に重点を置いていると考えられる｡しかし､金融機関等であることを理由に注意義務
を課しているものが多いとはいえ､その大半は契約書等に ｢譲渡禁止特約｣の旨が付されているがそ
れを見落としていたというものである｡ そのことに対する不注意と､専門性を考慮 して､高度な注意
義務違反-重過失を認定しているとも考えられよう｡
【重過失が認められていないもの】
若干ではあるが､金融機関等である譲受人であっても重過失を認めていない事案も存在する｡
大阪高判昭和62年 3月31日 (金融法務事情 1159号29頁)は､譲渡禁止特約が付された異議申立預託
金債権を譲り受けた者が貸金業登録者であったとしても､｢単に副業としてこれを行っていたにすぎず､
銀行取引及びこれに付随する銀行業務の実態や慣行等について特に一般人以上の知識経験を有してい
たとは認め難いから､本件債権の譲渡性の有無について特に疑問を抱かなかったとしても不思議では
なく､本件譲受にかかる債権の譲渡の可否について被控訴人に問合せをしなかったからといって控訴
人に重大な過失があったとすることはできない｣とし､また､｢各種預金債権の場合であれば格別､
本件のような預託金債権についてまでそのようにいうことはできない｣として､預託金債権の譲受人
には重過失はないとして債務者の請求を棄却し､上告審である最三小判昭和62年11月24日 (金融法務
事情1179号37頁)もこれを是認した｡
大阪地判平成17年11月30日 (金融法務事情1795号62頁)は､譲渡禁止特約が付された売掛債権を銀
行､信用保証協会､ノンバンクが譲り受けた事案であるが､大阪地裁は､①譲渡人代表者Aは譲受人
に対し､譲渡禁止特約や取引基本契約書は存在しない旨の説明を口頭及び書面でしており､②譲渡人
は､過去10年以上にわたって支払の遅滞がなく､経営状況が決算書上特に悪化していたわけでもなく､
譲受人はAがあえて事実と異なる説明をするとは考え難い状況にあり､それを信用したからといって
譲受人に落ち度があるとはいい難く､③譲渡人の信用不安が広がらないよう､あえて､Aが債権譲渡
担保の連絡が行かない債権譲渡登記を選択したことを鑑みると､譲受人はAの意向に反して､譲渡人
に譲渡禁止特約や取引基本契約書の有無を照会することは事実上不可能であったとして､譲受人に｢悪
意はもとより､重過失を認めることもできない｣と､債権譲渡を有効であると判示した｡
前者については､預託金債権という特殊な債権であり､譲受人が金融業を営むものであってもそれ
が副業であったことを考慮 して､判旨に賛成する見解がある23-万､そもそも預託金債権とは銀行と
取引先の信頼関係が化体しているものであるため､譲渡が禁止されているのが原則であり､譲渡禁止
特約についての善意 ･悪意は問題にならず､その周知性は認められるといった､実務上からの異論も
ある24｡後者については､平成 16年最判と同様に売掛債権が問題となった事案であるが､平成16年長 
(69) 36 
債権譲渡禁止特約の是非について 町田余理子
判は銀行関係者が ｢債権譲渡登記をすれば譲渡禁止特約についても対抗されることはない｣と誤解し
ていており､譲渡禁止特約の有無を譲渡人に尋ねるといった基本的な確認を怠ったとされたのに対し､
本事案では､当時､譲渡禁止特約が存在しないものであると思っていた Aに ｢一応｣譲渡禁止特約の
有無を確認していることから､平成 16年最判が認定したような ｢重過失｣は認められないと解されて
いる 250 しかし､平成 16年長判については確認を怠ったと判示したことについては若干の異論 26があ
り､両者に矛盾があると解することもできよう｡
C)問題となった債権が預金債権でもなく､譲受人が金融機関等でもない場合
間是となった債権が預金債権でもなく､譲受人が金融機関等でもない事案も､若干ではあるが､見
受けられた｡以下､重過失が認められたものと認められていないものに分けて考える｡
【重過失が認められたもの】
大分地判平成 16年 3月26日 (訟務月報 51巻 5号 1315頁)は､国が滞納処分として差し押さえた譲渡
禁止特約が付された工事請負代金債権を､既に滞納会社の破産申し立て事件を担当した弁護士である
譲受人に譲渡し､第三債務者に通知していたという事案であるが､大分地裁は昭和 48年最判を引用し､
弁護士である譲受人に対して ｢高度な法律的専門知識及び豊富な業務経験を有する者であ｣り､｢滞
納会社代表者に対して､本件債権に譲渡禁止特約が付されていたか否かを聴取した｣ことを理由に､｢本
件債権に譲渡禁止特約が付されていることを予見することができた｣とし､さらに､｢請負契約書等
が見当たらないとしてこれを提示しない場合｣であっても､｢滞納会社代表者に第三債務者に対して
請負契約書等の写しの交付を求めるなどの方法で確認させて,本件債権に譲渡禁止特約が付されてい
るか否かを容易に確認することができ｣たとして､これらを怠った譲受人には重過失があったと判示
した｡
この事案は､譲受人が金融機関でないとはいえども､滞納会社の被産申し立て事件を担当した弁護
士であり､かつ譲渡人は法人税等を滞納し破産していることから､債権譲渡が執行逃れの目的でなさ
れたとも考えられ､結論としては妥当であると考えられる｡
【重過失が認められていないもの】
高松高判昭和 56年 6月17日 (金融 ･商事判例 641号38頁)は､譲渡禁止特約が付された公的法人向
け請負代金債権を卸売り業者が譲り受けた事案であるが､高松高裁は昭和 48年最判を引用しながらも､
①譲受人が契約書の提示を受けたが読んでいないこと､②譲受人に対し､本件債権について譲渡禁止
の特約が存在するとの注意がなされなかったこと､③譲受人は､原動機の卸売りを業とする者で､公
社や地方公共団体と請負契約その他の取引をした経験がなく､本件のような債権譲渡を受けたのはは
じめてであること､④本件債権の譲渡については法律専門家である公証人の審査を経ていること､⑤
官公庁関係の取引に基づく債権につき譲渡禁止の特約のあることは一般世間の常識であると断ずるこ
とは甚だ疑問であること､を理由に､譲受人に悪意ないし重過失があったとみることはできないと判 
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示した｡
他には､東京地判平成12年 6月26日 (請負代金債権 :金融法務事情1599号 1頁)､東京地判平成13
年 3月13日 (売掛金債権 :金融法務事情1626号 142頁)も同様に譲受人が譲渡禁止特約について善意
であることについて重過失はないと判示した｡これらの事案では､譲受人が債権譲渡の経験に乏しく､
譲渡人側から何らの説明を受けていないことから重過失がないとの判断が示されていると考えられる｡
しかし､高松高判昭和56年 6月17日の原審である松山地裁昭和54年 (ワ)第347号､第348号 (判決日
不明､公刊物未掲載)では､譲受人に少なくとも重過失を認めており､必ずしも譲受人が債権譲渡の
経験に乏しいからといって重過失がないと判示されるとは限らないことが考えられる｡ 
2.学説の状況
学説は､債権を取得できる譲受人の範囲がより狭い順に､譲受人は譲渡禁止特約を(1)善意であって
も過失があれば対抗できない (当然､軽過失であっても対抗できない)とする見解､(2)善意であって
も重過失であれば対抗できない (軽過失であれば対抗できる)とする見解､(3)善意者であれば対抗で
きるとする見解､さらに､(4)銀行預金債権とそうでない債権を区別し､銀行預金債権ならば悪意者で
あっても対抗できるとする見解､と分かれている｡以下､順に紹介する｡ 
(1) 善意であっても過失があれば対抗できないとする見解
この見解は､譲渡禁止特約を動産の善意取得 (民法192粂)や表見代理 (民法109､110､112粂)と
同様に､｢(筆者注 :譲受人の)表見的な信頼を保護して取引の安全を図る制度｣として考え､債権証
書等に譲渡禁止の記載がある場合は少なくとも過失が推定されるとする27｡
しかし､譲渡を原則とする債権の例外としての特約についての悪意の証明が債務者側にあることを
考慮すると､重過失の証明を悪意の証明として緩和すべきであるという見解28や､外観を信頼したと
はいえども､虚偽表示の外観信頼 (民法94条 2項)のように必ずしも無過失を要求しているとはいえ
ず､｢第三者が信頼した外形なるものは､法が作り出したものであり､取引の当事者によって形成さ
れた外観とは異なる｣29との批判もある｡ 
(2)善意であっても重過失であれば対抗できないとする見解
この見解は､昭和48年最判が採用したものであり､多数説でもある30｡昭和48年最判はその根拠ま
では明確にしていないが､譲渡性を認めたところで誰かが権利を失うわけではなく､単に債権者を固
定したい債務者の期待に反するに過ぎず､なるべく譲渡を有効と扱うために悪意あるいは悪意に匹敵
するときに限るとしたとの見解31がある｡また､立証責任の困難さから重過失を悪意と同じ扱いにす
るべきであることを理由とする見解32もみられる｡
しかし､一般債権においてはこの見解を採っていても､銀行預金債権はその特殊性から区別するベ 
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きであるとの見解もある (下記(4) を参照)｡ 
(3) 善意者であれば対抗できるとする見解
この見解は､｢本候第二項但書によって保護せらるる善意の第三者とは､譲渡禁止の事賓を知らざ
るすべての第三者を請う｣とし､｢善意なるにつき過失ある第三者に野しても､譲渡禁止を以って野
抗するを得ない｣33としている｡この見解は､明治 ･大正期の裁判例を批判したものであると考えられ､
条文の文言を素直に解釈したものであるが､その根拠は条文の他には明確でなく､現在この説を採っ
ている者は見受けられない｡ 
(4) 銀行預金債権とそうでない債権を区別し､銀行預金債権ならば悪意者であっても対抗できるとする見解
さらに､昭和48年最判のような銀行預金債権に限っていえば､米倉教授が上記 Ⅱ1で述べたことを
理由に､債務者 (銀行)は ｢悪意者にも対抗できない｣との見解を示しており､さらに､譲受人の善
意悪意を問わず､｢特約｣設定によって追求されている利益を考慮したうえで区別して考えるべきで
あるとしている34｡ また､上記では(2)の立場をとる高木教授も､｢特約は､善意の譲受人に対抗し得
ないとするのみでなく-･債務者に 『正当の理由』のないときには対抗し得ないという制限をつけるべ
き｣であるとして､場合によっては悪意者に対しても対抗し得ないことを示唆している35｡さらに､｢(筆
者注 :銀行が)なんらの必要もないのにこの特約に薄口して承諾を拒むことは権利の濫用｣36と考え､
場合によっては預金債権の譲渡禁止特約を権利濫用というフィルターで排除するといった見解も見受
けられる｡
現在においてはほとんどの銀行預金通帳に譲渡禁止特約の文言が記載されており､昭和48年長判の
見解によると､十中八九は債務者である銀行側が ｢勝つ｣ことになる｡銀行のような ｢強い債務者｣
が一人勝ちしている現状では､債権譲渡自由の原則との調和を図るのは困難であり､特約を付してい
たとしても個別具体的に譲渡禁止特約を検討し､判断していくといったこれらの見解には賛成したい｡ 
Ⅳ おわりに
債権譲渡および譲渡禁止特約を取り巻く環境は時代と共に変遷している｡譲渡禁止特約を制定した
当初は ｢弱い債務者｣のために作られていたが､現在では公共団体や銀行のような ｢強い債務者｣の
ために主に使われているといえる｡しかし､その一方で､銀行等の金融機関あるいは貸金業者は自ら
が債権譲渡の譲受人となり､譲渡禁止特約の存在について善意であると主張している｡それに対して､
裁判所は大半の場合､金融機関あるいは貸金業者である譲受人に対して調査能力があるにもかかわら
ずこれらを行わないことに対して取引上の注意義務を怠っているとの理由を中心として重過失を認め
ている｡自らが譲渡禁止特約を付与して ｢利益｣を受けているにもかかわらず､譲受人となった場合 
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に ｢善意｣を主張するといった金融機関あるいは貸金業者に対して､高度の注意義務を課すことには
大いに賛成である｡
また､債権譲渡の捉え方は時代によって変化してきたことも挙げられる｡譲渡禁止特約が制定され
た当初は､債権譲渡は代言人等､債務者の立場の弱きを利用してそれを悪用することを目的としてな
されており､したがって､譲渡禁止特約は､｢弱い債務者｣を保護するために生まれた制度であった｡
しかし､今日では譲渡禁止特約を用いるのは主に公共団体や金融機関等の ｢強い債務者｣であり､そ
れらを保護する必要性は昔ほどあるとはいえない｡その一方､担保目的とした債権譲渡は盛んになさ
れており､それを譲渡禁止特約があるからといって一概に阻害することには疑問を感じる｡債権譲渡
の必要性が年々高まってきていることを鑑みると､譲渡禁止特約を付 して得られる利益と債権譲渡の
必要性との兼ね合いを考慮し､それでも必要であれば､譲渡禁止特約を用いるべきであろう｡
一方､金融機関側が譲り受ける債権に譲渡禁止特約が付されている場合に譲渡禁止特約の解除交渉
をした件数のうち､｢スムーズに特約解除ができた｣と回答したのは全体の 2割 (20.2%)｡｢難航し
たが解除できた｣とする件数とあわせると解除交渉をした件数のうち約 6割 (57.9%)が解除に至っ
ているとされている (平成 15年度) 38｡また､流動資産担保融資保証制度 39を利用することを条件に
譲渡禁止特約を解除する動きも見受けられ､実績は明らかではないが､国や地方公共団体では譲渡禁
止特約の解除を進めているとのことである 40｡なお､銀行側も ｢払戻しについて期限の定めがある預
金で､譲渡禁止特約のない｣ 41預金である ｢譲渡性預金｣を用意しているところもある｡しかし､預
金全体の 5パーセント弱 42しか運用されておらず､また､たいていの場合は譲渡額が 5000万円から 43 
(場合によっては 1000万円から) 44と高額で､預金保険 (ペイオフ)の対象外とされており､企業の
大半が中小企業であることを考えると､あまり有効に利用されているとはいえない｡徐々に譲渡禁止
特約を緩和していこうといった動きがある中で､金融機関あるいは貸金業者が債務者の場合には手堅
く譲渡禁止特約を盾にする態度には違和感を覚え､さらなる緩和を期待したい｡
なお､完全に債権者を把握できるとはいえないが､現在では､｢動産および債権の譲渡の対抗要件
に関する民法の特例等に関する法律｣ (以下､｢特例法｣とする)で､債権譲渡担保の対抗要件として 
(法人の譲渡に限る :特例法 4条 1項)登記を具備することができる｡登記は第三者への対抗要件で
はあるが､債務者が本当に自分の債権者が誰であるか知りたいのならば､通知 ･承諾 (民法 467粂 1
項 :債務者対抗要件)の他に登記を具備する方法も考えられる｡また､第三者対抗要件である確定日
付のある証書による通知 ･承諾 (民法 467粂 2項)を債務者対抗要件にもする (実務では確定日付を
要しているのがほとんどである)ことも考えられる｡それでも債権者が誰であるか分からない場合は､
供託を認める規定を盛り込むことも考えられよう｡
以上のことから､現在において譲渡禁止特約を残す意義は以前よりかなり薄れており､｢強い債務者｣
に関して言えば､譲渡禁止特約を原則認めない方向で改正すべきであると考える｡なお､銀行側等か
らの強い批判を受けて､譲渡禁止特約を残すとしても､｢強い債務者｣が譲渡禁止特約を用いてもよ 
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いのかどうかは別として､銀行法等の特別法で ｢強い債務者｣の譲渡禁止特約を ｢狭く｣認める方向
で改正すべきであり､民法の規定自体は排除すべきではないだろうか｡なお､個人のような守るべき
｢弱い債務者｣の場合は､｢特約｣設定によって追求されている利益を考慮したうえで考えるべきで
あろう｡
なお､2001年12月､国連国際商取引委員会 (UNCITRAL)が第56会期国連総会において､国
際取引における債権譲渡に関する ｢国際取引における債権譲渡に関する条約 (通称 :国連国際債権譲
渡条約｡以下､｢条約｣という)｣を採択し､譲渡禁止特約についての規定を置いた (条約 9粂)47｡
なおその中身はアメリカ統一商事法典 (UCC)の影響を受けて譲渡禁止特約についての善意 ･悪意
を問わず対外効を認めないというものであるが､対外効を一概に認めないということに対してEU銀
行協会等から批判があったことから､｢金融サービス｣としての債権譲渡は適用される債権とはされ
ていない｡なお､｢金融サービス｣としての債権譲渡を条約適用除外とした場合､譲渡禁止特約自体
を適用しないのか､それとも譲渡禁止特約は用いるがその対外効を認めるようにするのか､条文自体
からは明らかではないが､ EU銀行協会からの批判を考えると､後者と解されると汲み取ることがで
き､世界全体の動きとしては銀行預金債権における譲渡禁止特約には対外効を認める動きが有力であ
ると考えられ､この動きは日本の状況とは正反対であるといえる｡したがって､今後は日本の動きだ
けではなく､世界的状況をも考慮して譲渡禁止特約を考える必要があろう｡従来は､譲渡禁止特約の
規定がある国は日本の他にはドイツ (BGB398粂)やスイス等しかなく､譲渡禁止特約の規定を採用
している日本は少数派とされていたが､もはや譲渡禁止特約の是非は日本国内だけの問題ではなく､
世界からも問題を提起されているといえよう｡
今後の世界情勢と日本の債権法改正の動きをも視野に入れて､引き続き研究をしていきたい｡
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27我妻栄 『新訂債権総論』 524頁 (岩波書店､1964年)0 
28林-石田-高木 『債権総論 〔改訂版〕』441頁 (青林書院､1982年). 
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